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共催国際カンファレンス「グローバリゼーションと公正な発展」を開催　
研究所は四月二〇日、 「グローバリゼーショ
ンと公正な発展」と題し、ＣＳ Ｓ（インドネシア戦略国際問題研究所） 、ＥＲＩＡ（東アジア・アセアン経済研究センター）との三者共による国際カンファレ スをジャカルタにて催しました。　
本カンファレンスは、①今後のインドネシア
政権を担うであろう若手経済学者と日本の経済学者との交流、②サービス自由化に関する研究成果のシェアを通じたその重要性の認識共有目的としており、ＣＳＩＳ、ＥＩＲＡ、ジェトロ・アジア経済研究所、日本とインドネシアの大学・研究機関等から総勢三三名が出席しました。グローバリゼーションを四つの視点 議論　
本カンファレンスは四つのトピックから構成
され、セッション１では「アジアに けるサービス自由化と非関税障壁」 、セッション２では「各国間・国内の発展格差」 、セッション３では「グローバル化における高位なバリューチェーンへの参加」 、セッション４では「中小企業のサプライチェーンへの参加」という計四つのセッションに発表者と討論者が各二～三名ずつ参加し、午前九時～午後五時まで熱い議論が交わされました。サービス自由化の必要性は高まるもＡＳＥＡＮ諸国の歩みは遅い　
アジア経済研究所の伊藤匡研究員は、付加価
値貿易について国際産業関連表を用いて分析し、二一世紀以降は一九七〇年代と比較して、製造工程よりもその前後（製造コンセプトやデザイン、およびマーケティングやアフターサービス等）の付加価値が高まっている実態を報告しました。これにより、国際価値連鎖（
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化の必要性を示しました。　
伊藤研究員が全世界的なサービスの付加価値
向上について論じたのに対 千葉大学の石戸光教授はＡＳＥＡＮ各国におけるサービス自由化の状況を定量的に分析し、さほど大きな進捗がみられない現状を報告 ました。 た アジア経済研究所の磯野生茂研究員は 上海自由貿易試験区において非関税障壁除去とサービス自由化が進められた場合の中国国内と東アジア全域への経済的影響について分析した結果を発表しました。 地理シミュレーションモデル（ＩＤＥ―ＧＳＭ）を用いて分析した結果、中国国内のＧＤＰは押し上げられる一方で多くアジア諸国にはマイナスの影響がもたらされるとの内容が示され、改めてサービス自由化と非関税障壁除去の重要性が訴えられました。　
これらの議論から、全体としては、サービス
業における付加価値 高まりにともなってサービス業へ注力する必要性が顕著に示される一方、ＡＳＥＡＮ諸国においてはさほど進捗がみられない状況が認識されました。インドネシアの中小企業が国際 連鎖に入り込むために　
ＥＲＩＡの
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研究員は、
サプライチェーン（ＳＣ）へ参加／非参加のイ
ンドネシア国内の中小企業を比較した結果を報告しました。報告では、ＳＣに参加している中小企業の方が、企業規模、外国資本の比率、操業年数、機械の新規導入等の革新努力において優れている状況が示されました。　
つまり、資金や技術面で不利なインドネシア
国内の中小企業が国際価値連鎖に入り込むためには、例えば資金や技術面で優位な外資系企業の支援を通じたＳＣ参入により、地場の中小企業を育成する必要性があると考えられます。　
開催後、インドネシア・日本双方の参加者か
ら「非常に刺激になった」 「今後も是非こうした機会を持ちたい」等の感想が寄せられ、両国の研究者を結びつけるという目的に対する大きな成果がうかがえました。　
昨年一〇月に一〇年ぶりに政権が交替して発
足したジョコ・ウィドド（通称ジョコウィ）政権には、インドネシアのさらなる成長の期待が寄せられています。アジア経済研究所では、引き続きインドネシアを含む東アジアに焦点を当てた研究事業を継続的に行っていきます。　
本カンファレンスの概要等は、アジア経済研
究所ホームページにも掲載しています。
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